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16～19歳 20～24歳 25～29歳 30～31歳 16～31歳計
今回調査（ 人 ） 11 668 1,816 572 3,067
（比率） 0.4％ 21.8％ 59.2％ 18.7％ 100.0％
全 国（万人） 94注 464 678 299注 1,534













会 社 員 専 門 職
公 務 員
・
団 体 職 員
合 計
比 率
正 社 員 1,223 96 186 1,505 75.2％
契 約 社 員 122 10 32 164 8.2％
派 遣 社 員 93 1 4 98 4.9％
パート・アルバイト 165 36 20 221 11.0％
そ の 他 3 6 4 13 0.6％









専門学校 短期大学 大 学 大学院 その他 合 計
女性度数 52 187 136 33 182 136 702 55 5 1,488
男性度数 32 131 129 35 116 14 593 143 7 1,200
合計度数 84 318 265 68 298 150 1295 198 12 2,688
合計比率
3.1％ 11.8％ 9.9％ 2.5％ 11.1％ 5.6％ 48.2％ 7.4％ 0.4％ 100.0％
3.1％ 21.7％ 19.2％ 55.5％ 0.4％ 100.0％






就 業 者 完全失業者
非労働力人口
年齢層 うち家事
今 回 調 査（ 人 ） 16～31歳 3,067 2,336 111 620 329
（比率） 100.0％ 76.2％ 3.6％ 20.2％ 10.7％
労働力調査（万人） 15～34歳 2,030 1,622 114 294 201






















幸福度 夢 は な い 夢はあるが何もしていない 夢があり努力をしている 全 体
0 40 3％ 8 1％ 18 1％ 66 2％
1 31 3％ 5 1％ 14 1％ 50 2％
2 50 4％ 14 2％ 38 3％ 102 3％
3 106 9％ 33 6％ 94 7％ 233 8％
4 101 8％ 48 8％ 94 7％ 243 8％
5 259 22％ 81 14％ 183 14％ 523 17％
6 185 15％ 81 14％ 190 15％ 456 15％
7 194 16％ 100 17％ 241 19％ 535 17％
8 156 13％ 135 23％ 254 20％ 545 18％
9 50 4％ 62 10％ 94 7％ 206 7％
10 27 2％ 24 4％ 57 4％ 108 4％

























































0 10 6.1074 0.0442 2.1732 2420
世帯年収 400
万円未満




0 1 0.3674 0.0098 0.4822 2420
既 婚 既婚（離別，死別を除く）＝1，それ以外＝0 0 1 0.3029 0.0093 0.4596 2420
















0 1 0.2467 0.0088 0.4312 2420
正規雇用 正社員（正規職員）＝1，それ以外＝0 0 1 0.5298 0.0102 0.4992 2420
大卒以上 最終学歴が大卒以上＝1，それ以外＝0 0 1 0.5657 0.0101 0.4958 2420









































夢はない －.143・・・ .036・・ 1.000
既婚 .273・・・－.168・・・ .005 1.000
男性 －.179・・・ .031・ －.027・ －.244・・・ 1.000
利他的 .122・・・－.065・・・－.167・・・ .013 .025 1.000
仕事は楽しい .144・・・－.029・ .033・ －.048・・ .109・・・ .004 1.000
転職したいと
思わない
.103・・・－.004 .059・・ －.064・・・ .174・・・ .015 .226・・・ 1.000
正規雇用 .093・・・－.109・・・－.115・・・－.141・・・ .265・・・ .079・・・ .092・・・ .124・・・ 1.000
大卒以上 .133・・・－.134・・・－.143・・・－.025 .103・・・ .024 .031・ .053・・・ .255・・・ 1.000



























B 標準誤差 ベータ 下限 上限
1 定 数 5.692 .110 51.708 0.000 5.476 5.908
世帯年収400万円未満 －.437 .085 －.097 －5.162 .000 －.603 －.271
夢はない －.535 .084 －.119 －6.333 .000 －.701 －.369
既 婚 1.094 .091 .231 12.050 .000 .916 1.272
男 性 －.822 .085 －.188 －9.616 .000 －.989 －.654
利他的 .372 .081 .085 4.568 .000 .212 .531
仕事は楽しい .802 .112 .135 7.174 .000 .583 1.021
転職したいと思わない .553 .096 .110 5.775 .000 .365 .741
正規雇用 .353 .088 .081 4.030 .000 .181 .525
大卒以上 .415 .084 .095 4.959 .000 .251 .579
失業中 －1.038 .251 －.077 －4.137 .000 －1.531 －.546
a.従属変数 幸福度
測され，それらが幸福度を引き上げていると考えられる。男性であることは幸福度を0.99～0.65
引き下げる。20代から60代の男性が有意に幸福でないことは先行研究でも数多く証明されてお
り（15），この結果は調査年代が違っていても男性女性に比べて幸福度を感じにくいことを改めて
確認するものとなっている。
利他的な考え方をもつことは，幸福度を0.21～0.53引き上げる。内閣府の『平成21年国民生
活選好度調査の概要（16）』によれば「あなたの幸福感を高めるために有効な手立ては何ですか」
という質問に対して，15歳～29歳は他の年代から突出して「友人や仲間との助け合い」という
項目を挙げている。また，昨今，災害等におけるボランティア活動の若者の参加が増えているこ
とを考えても，利他的な考え方が若年層に浸透しており，何らかの幸福度を持たせているのでは
ないかと推察される。
仕事が楽しければ幸福度は0.58～1.02高い。日本生産性本部の『平成27年度新入社員「働く
ことの意識」調査』結果（17）によれば，会社を選択した要因として「仕事が面白いから」という
回答が19.2％を占めている。これは平成23年度頃から比較すると下降傾向を描いているが，な
お，2割近くを占めており，若年労働者が仕事に対する面白さを重要視していることがわかる。
このような意識から，仕事が楽しいことが幸福度に正の影響を与えているのであろう。
転職についても，したいと思わないと考えている者は，幸福度が0.37～0.74高い。三菱UFJ
リサーチ＆コンサルティング（2016）によれば「自分にもっとあった会社があれば転職したい」
と回答した者は増加傾向にあり，2016年には49.5％と約半数に上っている（18）。バブル崩壊以降，
終身雇用，年功序列型賃金，企業別労働組合という日本型雇用慣行が揺らぎ始めている中，一方
で現実的な選択をしたいと考えている若年層が存在するであろうし，他方では雇用環境の悪化で
自分に合わない仕事につかざるを得なかった者もいるであろう。もし自分に向いた仕事について
いれば，転職を望まずにすみ，幸福度も高くなるのではないだろうか。
正規雇用であることは幸福度を0.18～0.53上げている。これは，他の研究結果と若干異なるも
のである。非正規雇用を対象とした久米ほか（2011）では，非正規雇用であることが必ずしも幸
福度を下げているわけではなく，契約期間の長さが幸福度に正の影響を与えているとしている（19）。
労働政策研究・研修機構（2016）では，正規雇用と非正規雇用の間には正規雇用において「雇用
の安定性」に正の満足度が見受けられている（20）。これは，久米ほか（2011）の非正規雇用につ
いて契約期間の長さが幸福度に正の影響を与えているという議論と関連があると推察できる。同
様に労働政策研究・研修機構（2016）では，正規雇用と非正規雇用の間には非正規雇用において
「労働時間・休日等の労働条件」に正の満足度が見受けられている（21）。労働は個人の効用に負の
影響を与えるものとされており，労働時間・休日等が自由に選択できる非正規労働について満足
度が高くなるのはうなずける結果である。本研究では幸福度の分析において労働時間や休日，雇
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用の安定性などについての変数をいれていないため単純に結論を出すことはできないが，久米ほ
か（2011），佐野・大竹（2007）の調査は若年層とともに中高年も調査対象に入っていることが，
本研究と結果が異なる理由であると推察される。同時に，前述のとおり日本的雇用慣行が揺らぎ
始めたとはいえ，いまだ日本は新卒一括採用で社会に出ていく若者が多く，このトラックから脱
落した者は正規雇用への道が開かれる機会は多くはない。そのため，若年労働者にとっては，正
規雇用であることが本人の将来展望に大きな影響を与えるものであり，それが幸福度を上げる要
因になっているのではないかと推測される。
大卒以上であることは，幸福度を0.16～0.99上げる。平成22年度の文部科学白書において高
校生が進学を希望する一番の理由として「将来の仕事に役立つ専門的な知識・技術を身につけた
いから」が上がっている（22）。この質問には高校生の56.5％が肯定的な回答をしており，自分の仕
事の展望を開くにあたり，進学が有効であると考えている高校生が多いことを示している。これ
は，前述の若年層が仕事の面白さを重視していることと関連があると考えられる。将来の仕事に
役立つ知識や技術が身につけば，自分が面白い仕事につけるという希望が持てるからであろう。
失業中であることは幸福度を0.55～1.53幸福度を引き下げる。失業が幸福度を引き下げるのは
先行研究でも示されているとおりである（23）。佐野・大竹（2007）では，無業（非労働力）であ
ることが幸福度は高く，また，非労働力から雇用状態になった場合幸福度が低下することが指摘
されている（24）が，労働力でありながら就業していない状態である失業にはネガティブな側面が
強い。失業は所得低下をもたらし，貧困と結びつく（25）。今回の調査の対象者は若年であり同居
者を含めた世帯所得は必ずしも低くないが，中高年の失業であれば所得低下との相乗効果が強く
なると考えられる。
5．結論と課題
本稿では，16歳～31歳の就学中以外の男女を対象に行った就業状況に関するアンケートを通
じて，幸福度を規定する要因を分析した。回答者の幸福度は，希望があること，仕事に不満がな
いこと，失業中でないこと，世帯年収が400万円以上であることから決まっていた。つまり，若
年労働力層の幸福度は，職場環境，雇用環境に大きく左右されるということである。
これまで注目されることが少なかった希望という要因を夢があるかどうかで計測して幸福度と
のかかわりをみたところ，「夢は特にない」という状態は，具体的ではなくても「夢を持ってい
る」状態と比較して，幸福度を低くしてしまうことがわかった。調査時点で夢はないと答えてい
る回答者は37％もおり，今後は彼らがなぜ夢を持たないのか，あるいは，持つことができない
のかを探究することが必要である。社会構造が原因なのであれば，若年層が夢を持てるような社
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会に作り変えていかなくてはならない。
仕事にかかわる変数のなかでは，「仕事は楽しい」は他の変数に比べて幸福度に比較的大きな
正の影響を与えている。前章で述べたように，若年労働者にとって仕事のやりがい，面白さは職
業選択の重要な要素であると推察される。また，筆者らがアンケート調査設計にあたって開催し
たFGDで観察されたように，正規雇用の若年労働者であっても転職や資格取得を視野に入れて
おり，三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016）においても「自分にもっとあった会社が
あれば転職したい」と回答した者は増加傾向にある。正規雇用も含めた労働市場の流動化によっ
て転職を容易にすることで，早い段階で自らに合った，転職したいと思わずにすむ仕事で働ける
ようになることが望ましいと思われる。
社会問題となっている若年労働者の雇用環境の悪さを改善することは，幸福度の観点から見て
も重要な課題であることが，今回の研究において改めて浮き彫りになった。
本研究においては，主観的な幸福度に関して，夢や目標，ひいては希望という概念を取り入れ
た分析を行い，希望の重要性を確認した。希望が人々の幸福度を高めるのであれば，人々が希望
を持つために誰が何をするべきかという議論を活発化させることで，社会的厚生を引き上げる方
策を得ることもできるであろう。ただし，本研究の結果は，幅広い世代を対象としていないこと，
職業に関する設問を行うため就学中の人を対象としていないこと，1時点のみの分析であること，
など限られた条件下で導出されたものである。今後は，すべての世代を対象とし，希望の種類な
ども精緻に定義した上で分析を深め，希望の役割を明確化していくことが必要となろう。
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〈注〉
（1） 内閣府（2016）
（2） この点については，筒井ほか（2009）においても決定要因として挙げている。ただし，これらの研
究における居住地域は経済変数の一要素と位置付けることも可能である。居住地域により生活環境が
違うため，他者との比較における不公平感を感じていることが幸福度決定の一要因とされているから
である。
（3） 松島ほか（2013）については15歳からの調査である。
（4） 玄田ほか（2006），東京大学社会科学研究所（2009），玄田（2010），Genda（2016）など
（5） 玄田（2010）p.26
（6） 労働力調査における対象年齢の「就学していない人口」は，「対象年齢人口全体から，［通学］によ
り非労働力人口になっている者を引いた人口」として求めている。
（7） 佐野・大竹（2007）
（8） 筒井ほか（2009）
（9） 筒井ほか（2009），Helevik（2003）などは，30歳代は他の年齢に比べて有意に幸福度が高いとの
結論を出しているが，BlanchflowerandOswald（2004）などは30歳代を幸福度の底とするU字
若年労働力層の幸福度と希望 97
型であると結論しており，年代による幸福度の研究結果は必ずしも一致しているとは言えないことに
は留意するべきである。
（10） 4章の分析結果に示す回帰分析では，対象とする16歳～31歳の中で年齢の違いによる幸福度の有
意な差はみられなかった。
（11） 内閣府（2012）
（12） 厚生労働省（2013）p.13
（13） Heleiwel（2002）
（14） 久米ほか（2011）p.7
（15） 筒井ほか（2009），松島ほか（2013），Helevik（2003）など
（16） 内閣府（2009）p.11
（17） 日本生産性本部（2015）
（18） 三菱UFJリサーチ＆コンサルティング（2016）p.10
（19） 久米ほか（2011）p.10。ただし，当該研究では，本文においても記載があるが（p.12），正規雇用
との比較をしているわけではないため，その点について注意が必要である。
（20） 労働政策研究・研修機構（2016）p.210
（21） 労働政策研究・研修機構（2016）p.210
（22） 文部科学省（2010）p.79
（23） FreyandStutzer（2002），大竹（2004），浦川（2011）など
（24） 佐野・大竹（2007）pp.1012
（25） 大竹（2003）p.1
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HappinessandHopeoftheYoungLaborForce
inJapan
KimikaYAMAMOTO,TamakiMORITA
andShunsukeMANAGI
Abstract
Thispaperexploresthedeterminantsofhappinessofyounglaborforceagedbetween
16and31.TheauthorsconductedanonlinesurveyinMarch2013.Theexplanatoryvari-
ablesoftheanalysisincludetherespondents・hopethathasnotbeenacentralissuetheo-
reticalyorempiricalyineconomicssofar,aswelasotherindividualcharacteristics.As
aresult,wefoundthatthelevelofhappinesswasdeterminedbyhope,jobsatisfaction,
employmentandfamilyincome,andsoon.However,laborenvironmentofyounglabor
forceisstilsevereandpoliciestochangethelaborenvironmentthatwouldimprove
happinessandsocialwel-beingarerequired.
Keywords:happiness,hope,younglaborforce,laborenvironment,internetsurvey
